
省⼒・低コスト造林技術の普及に向けたシンポジウム

省⼒・低コスト造林技術指針について（抜粋）

令和７年１⽉24⽇

林野庁整備課 造林間伐対策室

１．背景
森林の現状と⼈⼯林の齢級構成

■国⼟⾯積と森林⾯積の内訳

(単位︓万ha)

資料︓国⼟交通省「令和６年版⼟地⽩書」
（国⼟⾯積は令和２年の数値）

注１︓計の不⼀致は、四捨五⼊による。
注２︓林野庁「森林資源の現況」とは森林⾯積の
調査⼿法及び時点が異なる。

森林

2,503 

(66%)

農地

437 

(12%)

宅地197 

(5%) 

その他

643 

(17%)

国⼟⾯積
3,780万ha

資料︓林野庁「森林資源の現況」
（令和４年3⽉31⽇現在）

注︓計の不⼀致は、四捨五⼊による。

⼈⼯林

1,009万ha

(40%)

天然林等

1,493万ha

(60%)

森林⾯積

○ 旺盛な⽊材需要に対応して拡⼤造林が進められ、森林⾯積の約４割、1,000万haを超える⼈⼯林
が造成され、現在の森林が構成されている。

○ 全国的に造成された⼈⼯林は、本格的な利⽤期に⼊り、主伐が増加しているが、主伐後の再造林
は伐採⾯積に対して低位な状況となっている。

⼈⼯林
1,009万ha
(40%)

天然林等
1,493万ha
(60%)

森林⾯積

資料︓林野庁「森林資源の現況」（令和4年3⽉31⽇現在）
※森林法第5条及び第7条の2に基づく森林計画の対象となる森林の⾯積

(齢級)
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■ ⼈⼯林の齢級構成（R3年度末時点）
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■ 造林費⽤の現状

○ 主伐後の再造林が進まない背景としては、⼭村地域における過疎化や⾼齢化が進み、森林管理の
意欲が減退していること、林業の収益性が悪く、⽊材の販売収益では、その後の再造林費⽤が賄え
ないこと、林業従事者、とりわけ造林作業⼿が減少していること等があげられる。

■ 林業従事者数及び⾼齢化率の推移

地拵え
36万円

苗⽊代
44万円

植付
32万円

下刈り
89万円

獣害防護柵
75万円

除伐
36万円

保育間伐・間伐
71万円

育林費⽤のうち造林初期費⽤
合計201万円/ha

（獣害保護柵設置費⽤は除く）

注 ︓スギ3,000本/ha植栽、下刈り５回、除伐２回、保育間伐１回、搬出間伐（50〜60ｍ3/ha）１回
から試算。
資料︓令和５年度標準単価より作成。

１．背景
再造林を⾏う上でのボトルネック

2

○ 林業を持続的な産業へと発展させ、伐採後の再造林を確保していくためには、造林コストの低減
や造林作業の省⼒化が必要となる。

従来品種特定⺟樹

植栽後４年
（←6ｍ）

（↓2.8ｍ）

コンテナ苗の活⽤ ハウス内で育苗

・コンテナ苗の導⼊
・⽣産⼯程の⾼度化

地拵え・植栽の効率化
・伐採と造林の⼀貫
作業システムの導
⼊

グラップルを⽤いた地拵え

苗⽊⽣産の効率化

低密度植栽

・低密度植栽の実施
・下刈り機械の導⼊

植栽効率の向上・育林作業の機械化
・エリートツ
リー等

の活⽤
・⼤苗の活⽤
・下刈り回数や

⽅法の⾒直し

下刈りの省⼒化 等

機械による下刈り

１．背景
省⼒・低コスト造林に関わる技術の進展
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• 省⼒・低コスト造林技術に係る実証や調査などの取組は、
様々な主体により各地で⾏われている。

技術の範囲が限定的・研究ベースである・実施主体が異な
ることからバラバラに公表されている。

普及も限定的で成果が有効に活⽤されていない。

各地での取組の成果を体系的にとりまとめ
我が国における省⼒・低コスト造林の確実な実装を

図るための道しるべが必要。
今回「省⼒・低コスト造林の技術指針（案）」

を作成

１．背景
省⼒・低コスト造林に関わる技術指針作成の⽬的

4

第１．趣旨

第２．本指針の対象範囲

第３．⽤語の定義

第４．通常の造林技術

第５．具体的な省⼒・低コスト化技術

第６．標準的な組み合わせ

第７．その他

２．指針の構成
省⼒・低コスト技術指針⽬次
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技術指針（案）
 すでに概念的に標準化されているよう

な技術についてまとめる。
 記載する事項はシンプルに、各技術が

どういったものなのかを説明する。

解説書（案）
 技術指針で⽰したその効果や根拠につ

いて、図表を⽤いて解説する。
 現場感覚で容易に理解できるような再

造林作業の流れを意識して記載する。
 解説の根拠として引⽤⽂献を⽰す。

２．指針の構成
技術指針（案）と解説書（案）のイメージ

6

本指針は、既存の省⼒・低コスト造林に係る技術について、
基本的な考え⽅、技術的事項、作業上の留意点等を定め、造
林費⽤の低減と確実な成林を図ることを⽬的とする。

省⼒・低コスト造林を推進する背景及び必要性について、解
説で具体的に記載。

事業実施に当たっては、現場において、省⼒・低コスト化が
図られる⼿法を検討・選択し組み合わせて実施する。

なお、記載している造林技術は今後の技術⽔準の向上も踏ま
え適宜⾒直す。

Point

３．指針概要
第１ 趣旨
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Point

第５で記載する「具体的な省⼒・低コスト化技術」と⽐較す
る形で、通常の技術を記載。

通常の造林技術は、基本的には⼈⼒での作業が主体。

⼈⼒による地拵え ⼈⼒による苗⽊運搬
植栽密度3,000本/ha

（裸苗の植栽）

⼈⼒による下刈り
（毎年継続で複数回）

３．指針概要
第４ 通常の造林技術

8

本指針に定める省力・低コストに資する技術は以下をいう。

（１）機械による地拵え

（２）機械による苗木運搬

（３）コンテナ苗の植栽

（４）伐採と造林の一貫作業

（５）低密度植栽

（６）下刈り回数の削減

（７）下刈り面積の削減

（８）付帯施設整備での省力化

指針案

３．指針概要
第５ 具体的な省⼒・低コスト化技術

9
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Point

広く全国でその効果が認められる省⼒・低コスト化技術につ
いて整理。

現場における施業の実施に当たっては、本指針で記載した留
意点を踏まえた上で、取組が可能となる具体的な⼿法を検
討・選択して組み合わせ、省⼒・低コスト化が可能となる造
林⼿法を検討・実践することが重要。

全国各地において研究・実証されている省⼒・低コスト化に
資する技術については、「第７ その他」において参考情報
として記述。

３．指針概要
第５ 具体的な省⼒・低コスト化技術

10

１ 機械による地拵えは、伐採・搬出に使う機械等を地拵えに活用する作業で
あり、人力による地拵えと比べて、作業の省力・低コスト化を図ることが可
能となる。

２ 特に平坦地や緩傾斜地にあっては、機械を林内走行させることでグラップ
ル等による作業範囲が広くなることから省力化の効果が高い。

３ 機械による地拵えの実施に当たっては、伐採・搬出時に使用したグラップ
ル等を用いて作業するが、伐採作業の段階から末木枝条等の筋置きや、全
木集材による末木枝条の林外への持ち出しなど、地拵えの生産性向上を意
識した伐倒処理を行う必要がある。

４ なお、造林作業まで一定の期間が空く場合であっても、機械を他の伐採現
場へ移動させる前には、地拵えを終わらせることが重要である。

指針案

３．指針概要
第５（１）機械による地拵え

11
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Point

伐採・搬出に使⽤する林業機械等を⽤いて⾏うため、使⽤す
る機械に応じて、実際の地拵え作業の⽅法を検討する必要。

また、伐採作業の際に、その後の機械地拵えや植栽の⽣産性
向上を特に意識して取り組むことが必要。

また、重量物や嵩が張る末⽊枝条を除去することを重視し、
植栽や下刈り作業が⽀障なくできる程度を⽬安に、地拵えを
⾏うことが適当。

⼈⼒地拵え
13.7〜19.3⼈/ha

機械地拵え
4.54⼈/ha

森林整備事業における標準⼯程の違い

３．指針概要
第５（１）機械による地拵え

12

傾斜 地拵え⽣産性
（ha/⼈⽇）

地拵えの
形態

伐採⽣産性
（m3/⼈⽇）

調査
場所

0〜5 1.74 機械 15.7 北海道
千歳市

10 0.42 機械 19.5 ⻑野県
信濃町

11.4 0.14 機械 14.8 ⻑野県
南牧村

15 0.13 機械 9.14 熊本県
⽔俣市

11〜20 0.3 ほぼ機械 10.1 北海道
下川町

11〜20 0.26 機械 4.7 ⿅児島県
曽於市

11〜20 0.23 ほぼ機械 7.2 ⻑崎県
佐世保市

11〜20 0.12 ほぼ機械 15.3 ⼭形県
⻄川町

林内⾛⾏による地拵え 路上⾛⾏による地拵え

⾞両系・林内⾛⾏ ⾞両系・路上⾛⾏

３．指針概要
第５（１）機械による地拵え
■ 機械地拵えの⽣産性の事例

傾斜 地拵え⽣産性
（ha/⼈⽇）

地拵えの
形態

伐採⽣産性
（m3/⼈⽇）

調査
場所

11〜20 0.1 機械３
⼈⼒７ 13.9 広島県

東城町

21〜30 0.2 機械
⼈⼒ 7.3 ⼤分県

九重町

21〜30 0.08 機械６
⼈⼒４ 18.3 茨城県

城⾥町

21〜30 0.06 機械６
⼈⼒４ 10.6 茨城県

城⾥町

21〜30 0.03 機械３
⼈⼒７ 7.2 茨城県

城⾥町

13
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第５-（１）～（８）に定めた省力・低コストに資する技術を組み合わせて行う標
準的な造林方法については、以下のとおりとする。

１ 平坦地から緩傾斜地においては、伐採・搬出に用いる機械の林内走行が可能
であり、造林作業においても当該機械を活用することができることから、

① グラップル等の機械による地拵え

② フォワーダ等の機械による苗木の運搬

③ 専用器具によるコンテナ苗の低密度植栽

を行うことを基本とする。

２ 中～急傾斜地においては、森林作業道等の路網を機械が走行することとなる
ため、

① グラップル等の機械による地拵えと一部人力での地拵え

② フォワーダ等の機械による苗木運搬

③ 専用器具によるコンテナ苗の低密度植栽

を行うことを基本とする。特に高密度に路網が整備された箇所においては、機
械による作業範囲が広くなり、造林作業の省力・低コスト化の効果が高くなる。

指針案

３．指針概要
第６ 標準的な組み合わせ

14

３ 路網の開設が困難な急傾斜地においては、車両系機械の活用が期待できない
が、

① 架線による全木集材による末木枝条の林外搬出を通じた地拵え作業の低減

② 架線による苗木運搬

を行うことにより、作業の省力・低コスト化が図られることとなる。

４ １～３とあわせて、大苗や成長の優れた苗を使うことにより、下刈り回数の
削減も可能となることから、各作業工程のみならず、造林作業全般の省力・低
コスト化が図られることとなる。

５ 下刈りについては、選択した植栽木や周辺の雑草木の状況を踏まえ、具体的
な実施方法を検討することが重要である。

指針案

３．指針概要
第６ 標準的な組み合わせ

15
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Point

傾斜に応じた作業システムと合わせて、組み合わせを検討す
ることが重要。

３．指針概要
第６ 標準的な組み合わせ

16

１ 省力・低コスト化に資する技術については、本指針で定めるも
ののほか、調査・実証 段階にあるものも多いことから、国・都
道府県・市町村・現場のそれぞれの段階において、研究・技術開
発等の取組を推進することが重要である。

２ また、その実施に当たっても、傾斜区分と作業システムに応じ
た路網を活用することが重要であり、路網の整備に当たっては、
継続的に利用することを前提として、林野庁が定める各種の規程
や規範に基づいて整備を行う必要がある。

指針案

３．指針概要
第７ その他

17
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Point

第５で⽰した技術以外にも、未だ実証段階にあるものも多く、
それらの研究・技術開発等の取組を推進。

特に、調査・実証等が⾏われている技術として、ドローンに
よる苗⽊運搬、機械による下刈り、⼩型運搬⾞による苗⽊運
搬等について説明。

ドローンによる苗⽊運搬 機械による下刈り ⼩型運搬⾞による苗⽊運搬

３．指針概要
第７ その他

18

省⼒・低コスト造林技術は、各地で実証等が進んでお
り、既に技術的に確⽴。

需要の変化（並材メイン）、造林⼿の不⾜を考えれば、
これまでとは違う造林技術に取り組む必要。

事業実施に当たっては、現場において、省⼒・低コス
ト化が図られる⼿法を検討・選択し組み合わせて実施
することが必要であり、皆様の現場でも積極的な実践
をお願いしたい。

４．今後に向けて
省⼒・低コスト造林の各地での実施のお願い

19
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令和６年12月

公 共 事 業 費 1,982 1,973 1,180
（対前年度比） 99.6%

一般公共事業費 1,877 1,880 817
（対前年度比） 100.2%

治  山  事 業 費 624 625 310
（対前年度比） 100.2%

森林整備事業費 1,254 1,256 506
（対前年度比） 100.2%

災害復旧等事業費 105 93 363
（対前年度比） 89.1%

非 公 共 事 業 費 1,021 1,095 236

（対前年度比） 107.3%

3,003 3,068 1,416

（対前年度比） 102.2%

2 上記のほか、農山漁村地域整備交付金に、林野関係事業を措置している。

3 金額は、関係ベース。

4 計数は、四捨五入のため、端数において合計とは一致しないものがある。

（注）1 林野公共関係予算の総合計は2,735億円

・林野公共事業（令和７年度当初）：1,880億円

・林野公共事業（令和６年度補正）：817億円

・路網の整備・機能強化対策（非公共（令和７年度当初・令和６年度補正））：38億円

令和７年度　林野関係予算の概要

区 分
６年度
予算額

７年度
概算決定額

６年度
補正追加額

億円 億円 億円

合 計
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-   

令和７年度林野関係予算の重点事項 

７年度当初予算  ３,０６８億円 

６年度補正予算  １,４１６億円 

（※）各事項の下段（ ）内は、令和６年度当初予算額 

Ⅰ 食料安全保障の強化 

１ 生産資材の確保・安定供給 

【７年度当初】 【６年度補正】 

① 燃油・資材の森林由来資源への転換等対策

・木質バイオマスの収集・運搬の効率化、きのこの

生産施設の省エネ化や生産資材導入、廃菌床を家

畜の敷料に活用する林畜連携の取組等を支援

（林業・木材産業循環成長対策のうち  

木質バイオマス・特用林産物関係） 

６２億円の内数 

（６５億円の内数）

１７億円 

Ⅱ 鳥獣被害対策等 

① 鳥獣被害防止対策とジビエ利活用の推進

・鳥獣被害の防止に向け、ＩＣＴ等を活用したスマ

ート鳥獣害対策の推進やシカ・クマの捕獲対策の

強化、高度な鳥獣被害対策人材の育成・確保、侵

入防止柵の整備等を支援するほか、森林における

効果的・効率的なシカ捕獲の取組を推進

・捕獲鳥獣を有効活用し、更なるジビエ利活用を推

進するため、捕獲個体の広域搬入体制の整備や情

報発信の強化等による需要拡大の取組を支援

１００億円の内数 

（１００億円の内数）

５５億円の内数 
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Ⅲ カーボンニュートラルの実現・花粉症解決に向けた森林・林業・木材産業総合対策

【７年度当初】 【６年度補正】 

① 森林・林業・木材産業グリーン成長総合対策

・カーボンニュートラルを実現し、花粉発生量の削

減にも資するよう、川上から川下までの森林・林

業・木材産業政策を総合的に推進

１４４億円 

（１４４億円）

（林業・木材産業国際競争力強化総合対策） 

４５９億円 

（花粉の少ない森林への転換促進緊急総合対策） 

５６億円 

ア 森林の集約化モデル地域実証事業

・市町村、都道府県、森林所有者、森林組合、林

業経営体、川中・川下事業者等の関係者が、所

有者不明森林を含め、循環利用に取り組む経営

体へ森林の集積・集約化を進めるための、地域

の森林の将来像の作成・共有、境界確定、関係

者間でのデジタル森林情報の共有等を支援

５億円 

（－）

イ 林業・木材産業循環成長対策

・路網の整備・機能強化、搬出間伐の実施、再造

林の低コスト化、エリートツリーの安定供給、

高性能林業機械の導入とともに、木材加工流通

施設の整備や木造公共建築物の整備、森林由来

Ｊ－クレジット等森林価値の活用等を支援

６２億円 

（６５億円）

１１６億円 

ウ 林業デジタル・イノベーション総合対策

・林業機械の自動化・遠隔操作化技術や森林内の

通信技術・木質系新素材の開発・実証、先進技

術を活用する技術者の育成、地域一体で林業活

動にデジタル技術をフル活用する戦略拠点の構

築等を支援

３億円 

（４億円）

５億円 

エ 建築用木材供給・利用強化対策

・木造中層建築物に係る設計や木質耐火部材・Ｊ

ＡＳ構造材の技術開発、製材やＣＬＴ等を用い

た建築物の低コスト化に向けた技術開発や設

計・建築実証、木造建築物の設計者・施工者の

育成等を支援

１０億円 

（１０億円） 

２４億円 
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【７年度当初】 【６年度補正】 

オ 木材需要の創出・輸出力強化対策

・地域の取組に対する木材利用の専門家派遣、Ｃ

ＬＴ等の輸出促進、合法伐採木材の利用促進、

木質バイオマスを活用した「地域内エコシステ

ム」の展開、特用林産物の需要拡大等を支援

３億円 

（３億円） 

４億円 

カ 森林・林業担い手育成総合対策

・「緑の雇用」事業による新規就業者への体系的

な研修、林業大学校で学ぶ就業前の青年への給

付金給付、高校生の林業体験学習や女性の活躍

促進、森林プランナーの育成、林業経営体の安

全診断などの労働安全対策等の取組を支援

４７億円 

（４７億円）

６億円 

キ 林業・木材産業金融対策

・意欲と能力のある林業経営者が行う機械導入・

施設整備に対する融資の円滑化を支援

４億円 

（４億円）

ク 森林・山村地域活性化振興対策

・里山林の整備・活用に取り組む組織の確保・育

成、「半林半Ｘ」を含む活動の実践による山村

地域活性化を支援

１０億円 

（９億円）
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【７年度当初】 【６年度補正】 

② 花粉症解決に向けた緊急総合対策＜一部公共＞

・国民の４割以上が患っている花粉症が深刻な社会

課題となっている中、国民の安全・安心の観点か

ら、スギ人工林の伐採・植替え等の加速化、スギ

材需要の拡大、花粉の少ない苗木の生産拡大、林

業の生産性向上及び労働力の確保、花粉飛散量の

予測・飛散防止、スギ花粉米の実用化に向けた安

全性・有効性の検証の取組を推進

５７億円 

（林業・木材産業国際競争力強化総合対策） 

４５９億円の内数 

③ 森林整備事業＜公共＞

・森林吸収源の機能強化・国土強靱化に向けた間

伐、主伐後の再造林、幹線となる林道の開設・改

良等の推進に加え、花粉発生源対策としてスギ人

工林の伐採・植替え、路網整備等を推進

１,２５６億円 

（１,２５４億円）

５０６億円 

④ 治山事業＜公共＞

・豪雨・地震等に起因する山地災害から国民の生

命・財産を守るため、令和６年能登半島地震で得

られた教訓等を踏まえた避難路を保全する治山対

策の強化など、国土強靱化に向けた取組等を推進

６２５億円 

（６２４億円） 

３１０億円 

⑤ 農山漁村地域整備交付金＜公共＞

・地方の裁量によって実施する農林水産業の基盤整

備や農山漁村の防災・減災対策に必要な交付金を

交付

７６２億円 

（７７０億円）
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Ⅳ 防災・減災、国土強靱化と災害復旧等の推進 

⑴ 防災・減災、国土強靱化の推進

【７年度当初】 【６年度補正】 

① 治山施設の設置等による対策＜公共＞

・豪雨・地震等に起因する山地災害から国民の生

命・財産を守るため、山地災害危険地区や氾濫し

た河川上流域等において、流木・土石流・山腹崩

壊の抑制対策等を推進

３１０億円 

② 森林整備による対策＜公共＞

・森林の防災・保水機能を適切に発揮するため、道

路など重要なインフラ施設周辺や氾濫した河川上

流域等での間伐、再造林、幹線となる林道の開

設・改良等の対策を推進

２０１億円 

⑵ 災害被害の復旧・復興

① 災害復旧等事業＜公共＞

・被災した農地・農業用施設、治山施設、林道施

設、漁港施設等の速やかな復旧等を実施・支援

１８０億円の内数 

（２０２億円の内数） 

７１６億円の内数 

② 令和６年能登半島地震及び令和６年９月の豪雨への対応

ア 被災木材加工流通施設等緊急復旧対策

・被災した木材加工流通施設の復旧・整備等を支援

１億円 
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